























1は じ め に
日本において2000年10月 に旧大蔵省(現 在の財務省)か ら 「国の貸借対照表」の試案が公表
され,国 の会計に企業会計の考え方が導入 される契機 として話題を呼んだ。 しか し日本における
公会計では旧自治省(現 在の総務省)が2000年3月 に公表 した 「地方公共団体 の総合的な財務
分析に関する調査研究会報告書」にもあるように,貸 借対照表は複式簿記により誘導されたストッ
クの計算書と言 うより,む して財産 目録 としての性格が強い。そのため公会計における貸借対照
表の作成が,国 や地方自治体による公共の財産の全体像を把握 し,効 率的な管理を行うためと言っ
ても,そ の実用性に疑問が呈 されるのは致 し方ないであろう。
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このような枠組みの中では,例 えば発生主義に基づいて引当金を計上 し未収税金資産のうち回
収の困難な ものは評価減を行い,す でに役務が経過 した未払費用 も当年度の支出として計上すべ
きことは思いもっかないことであろう。国政選挙が予想 される場合には,収 入源である税収の見
積 りを下げ支出の計上を増加させ ることは,現 政権が財政赤字を悪化させたように映るだけであ
り,決 して好 ましいことではない。 日本のように巨額の財政赤字を抱える場合 にはなおさらであ
ろう。
フランスにおいても国の会計に関 してはこのような状況がつい最近まで続いていた。 ところが
2000年 に財政の行政府が作成 した1999年 度の一般会計書によって,国 の会計では忌避 されてい
た発生主義に基づく会計処理が現実に実現することとなった。2001年8月2日 に上院を通過 し
た改正憲法補助法は,42年 ぶ りの大改正が行われ,こ の動きを促進するための法律的基盤が確
立 した。 フランスにおける国の会計制度に関するこの一連の動きは,地 方自治体の会計制度 と異
なり1997年 に胎動 したものにすぎず,日 本 も追随は比較的容易 と考えられる。 フランスにおけ
る国の会計制度の改革 における体験が,日 本の制度改革に資する点があると考えるのである。
本小稿ではこのような観点か ら,フ ランスにおける国の会計制度 と監査制度の特色とその改革





フ ランスで は予算を意味 する言葉 と しては,1958年 の フ ラ ンス共和 国憲 法 の第34条 や1959
年の財政 の法律 に関す る憲法補助法(loiorganiquerelativeauxloisdefinances)にもあるよ
うに,直 訳 で`「財政の法律」(loidefinances)と い う言 葉が使わ れ る(h)。2001年 の8月2日 の
改正憲法補 助法 における第1条 には,「 財政 の法律 は,1会 計期間 にお け る国 の収入 と支 出の項
目と金額 と配分 を決定 し,そ の結果生 じる予算 ・財政上 の均衡 を定 める ものであ る。 財政の法律
は,定 め られ た経 済的均衡 お よびそれが定 める計画予算の 目的 や結果 が考慮 されなければな らな
い。」 とあ る。
特 に2001年 の改正で省庁別 に複数年度 に亘 る計画 予算 の計上 を認めた ことを受 けて,「 それが
定 め る計画予算 の 目的 や結果 が考 慮 され なけれ ばな らない。」 とい う記載 が第1条 に追加 され た。
財政 の法律 とは憲法補助法第47条 で規 定 され る特 殊 な もの を除 くと,予 算 書 その もの を指 す
「当年度 の財政法」(loidefiancesdel'annεe),政権交代 などの理 由か ら執行 年度中 に予算 の項
目を変え るこ とを可能 にす る 「修正 され た財政 に関す る法律」(loisdefinancesrectificatives),
(1)A.Laferr6re,五θs万 ηαηcθsρ め 勿 ㍑θSlelivredepocheEdition;deFallois(1998),p.14.
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および事後的に財政の結果を報告 し当初の予算との相違の承認を受 ける 「決算の法律」(loide
rさglement)か ら成る(2)。
これに対 して国の会計における予算(budget)と いう言葉 は,改 正憲法補助法における第6
条に 「予算とは1年 間における国の予算上の収入と支出を表示 したものである。」とあるように,
厳密には予算に関する会計書類のみを指す。 この第6条 で定義される予算とは,財 政の法律が持
つ政治的な意味合いよりはより狭い単なる会計的な意味合い しか持たない。つまり予算 とは財政
に関する法律の中で包括 して承認 されたことを描写化 ・発展化 ・詳細化 した会計書類全体のみを
指すことになる③。
2.予 算の5原 則
国 の 予 算 を 作 成 す る に あ た っ て 遵 守 す べ き 原 則 と して 改 正 憲 法 補 助 法 の 第6条 に 予 算 の 年 次 性
の 原 則(principede1'annualit6)と単 一 性 の 原 則(principede1'unit6)およ び 包 括 性 の 原 則
(principedel'universalit6)があ げ ら れ て い る(4)。 予 算 の 年 次 性 の 原 則 は ⑤,予 算 は 毎 年 議 会 で
採 択 さ れ,1月1日 に 始 ま り12月31日 に 終 わ る そ の 年 次 に 執 行 さ れ る必 要 が あ る こ と を 意 味 す
る 。 こ の 原 則 は,議 会 に よ る 予 算 の 執 行 の 定 期 的 な 監 視 を 可 能 に す る も の で あ る ⑥。 こ の 例 外 も
多 い 。 例 え ば 最 近 の 例 で は 改 正 憲 法 補 助 法 の 第15条 に よ っ て,各 省 庁 に 複 数 年 に 亘 る 計 画 予 算
の 要 求 が 認 め ら れ る こ と に な っ て い る 。
予 算 の 単 一 性 の 原 則 と は ⑦,す べ て の 収 入 と 支 出 が 一 つ の 会 計 書 類 の 中 に ま と め ら れ 跡 付 け を
可 能 に す る こ と を 意 味 す る 。 そ の 会 計 書 類 と は 一 般 会 計 と 特 別 会 計 お よ び 国 庫 特 別 勘 定 を 指 す 。
こ の 原 則 は,議 会 に よ る 予 算 の 執 行 の 監 視 を よ り容 易 に す る た め に あ る⑧。 予 算 の 包 括 性 の 原 則
と は(9),相 殺 禁 止 の 原 則(regledenon-compensationoudenon-contraction)と配 分 禁 止 の
原 則(rさgledenon-affectation)から 成 る 。 相 殺 禁 止 の 原 則 と は 取 引 の 全 体 が 理 解 で き る よ う
に,収 入 と 支 出 を 相 殺 し た 額 で は な く そ れ ぞ れ の 全 額 の 明 示 を 求 め る こ と を 指 す 。 こ の 原 則 は,
議 会 が よ り効 率 的 に 予 算 の 執 行 を 監 視 で き る た め の も の で あ る ⑩ 。 配 分 禁 止 の 原 則 と は,あ る 財
源 が 一 定 の 使 途 の た め だ け に 配 分 さ れ て は な ら な い こ と を 意 味 す る 。 相 殺 禁 止 の 原 則 に 違 反 し た













(11)加 藤 達 彦 稿 「フ ラ ン ス にお け る公 監 査 の監 査 報 告 書 」 會 計 第152巻 第6号(1997/12)850頁
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さ らに改正憲法補助法 の第7条 のIIに おいて予算項 目の特 定性 の原則(principedesp6cialit6
budg6taire)が 示唆 されて いる(12)。予算項 目の特定性 の原則 とは,予 算 項 目の特 定 性 に関 す る
もので ある。 それは,計 上 されて いる支 出項 目が,特 定 の公共 サー ビスに対 して特 定の 目的のた
めだけ に使用 され るべき ことを意 味す る。 この原則 に違反 した支 出項 目の流用 は,会 計検査院が
作成 す る 「財政 の執行状況 に関す る報 告書」で も毎 年多数指摘 される〔13)。従来か らこの例外 もあっ
た。 しか し2001年 の憲法補助法 の改正 で この原則 を より柔 軟かつ弾力的 に解 釈 が で きる よ うに
な った。つ ま り各省庁 ごとに認め られ た計画予算の支 出項 目は 自分 の裁量 で変 更(fongibilit6)
が可 能 にな ったのであ る。 これを受 けて改正憲法補助法 の第7条 のHに おいて も 「予算額は,各
計画 予算や項 目別に特定 されな ければ な らない。」 とされた。
均衡予算 の原則(principeder6quilibre)は,国と地方 自治体の会計 で は相 違 が あ る。 国の
会計 に おいては20世 紀の始 め頃までは もっとも重要 な原則であ った。 しか し地方 自治体 と異 な
り,国 の予算 では借入 によ る財源は収入 と して認め られ ない。 そのため通常 は赤字 予算 にな って
しま う。 第2次 世界大戦後,返 済の遅延可能 な借入金 によ り財源不足 の補填 が認 め られ,外 郭 団
体 の設 置な どで支 出の予算計上 を避 けるこ とも盛ん に行われ るよ うにな った。 均衡 予算 の概念は
こう して形骸化 し,現 在の国の会計 では余 り重視 されていない(14)。2001年 に改正 され た憲法補
助法の第51条 の3で,地 方 自治体 の予算 と同様に,収 入 と支出を運 営部門 と投 資部 門 に区分 し




フラ ンスにおいて予算制度 に対 峙 され る公会計制度 とは,中 央 と地方 を問わず財務経 済産業 省
にお ける国庫 中央会計課(AgencecomptablecentralduTr6sor)の会 計官 たよ って行 われ る
会計 を指す。 フ ランスの公会計制 度 には独 自の制約が あ り,そ れ が様 々な面 に微妙 な影響 を与 え
てい る。 それ は,ま ず 国 も地方 も出納や収納 の命令者 と,そ の執行者 である会計官 の間 に分離 の
原 則(principedes6parationdesordonnateursetdescomptables)があ ることである。 この
原則 は,中 央 と地方 を問わず フランスにおける公会計制度 と公監査制度 を理解 する上 で もっとも
重要 な もので あ る。
出納や収納 の命令者 であ る大 臣や地方 自治体 の長 を支払命令者 とい う。支払 命令者 は 自ら出納
(12)P-M.GaudemetetJ.Molinier,op.c鉱,pp.325-332.L.Philip,op,cit.,pp.215-22L
(13)加 藤 達 彦 稿 同 上849-850頁
(14)M.LascombeetX.Vandendriessche,乙2s伽 αηcθsρ πδ勿 μθ∫3edition,Connaissancedudroit
Dalloz(1998),pp.45-50.L.Philip,op.c鉱,pp.207-215,




らない。 このような職能分離は,17世 紀に軍隊の中で始め られ,1822年 に政令によって確立 し
た。1941年 以降会計官は国庫中央会計課直属の官吏となっている('6)。全国に網 の目のように張








会計官が行 う会計手続については,1962年12月29日 のデクレにすべて規定 されてお り現在
まで大きな変動はなかった。唯一の変動は,最 近になり企業会計の会計指針 である1982年 の改
訂ブラシ・コンタブルの概念が加速的に導入されている点であった。 ところが2001年 の憲法補
助法の改正により第27条 で 「国の会計は,正 規で公正であるとともに,そ の財産状態 と財政状
態の忠実な写像(imagefidさle)を 表 していなければならない。」とあるように,会 計の正規性
に加えて公正性 と真実性 という企業会計の考え方の導入が始めて明記 された。
また同第30条 に 「国の一般会計は,権 利 と義務の確定の原則(principedelaconstatation
desdroitsetobligations)を もとに行 う。その会計処理は期間帰属性を配慮 して出納や収納期
日とは独立して行われる。国と企業の会計基準の相違は,国 の行 う行為の特殊性にのみ理 由が求
められる。」 としているように,国 の会計における発生主義会計の採用が明確 にされた。「権利 と
義務の確定の原則」とは一般に 「権利確定原則」(principedesdroitsconstat6s)と 呼ばれ,
フランスの公会計において取引の認識の基準となるものである。
一般に取引の認識段階は(n支 出取引については,① 支出の原因となる注文契約 によって第三
者の債務者となる支出負担行為②結晶の引渡しによって債権者の権利の有効性や支出負担行為の
適合性を確認する給付の確認③送 り状によって正確な債務金額を算定す る清算④債務を決済する




引の認識は③で行われていた㈹。 しか し支払命令者と会計官の分離の原則があるために,現 実
(16)加 藤達彦稿 「フランスにおける地方自治体監査」日本監査研究学会地方 自治体監査研究部会編 「地方
自治体監査』第一法規(1991)205頁








さらに改正憲法補助法第27条 では分析的会計の重要性が指摘され,同 第54条 の4で 各省庁ご
とに 「行政評価の年次報告書」(rapportsannuelsdeperformances)の 作成と,議 会による決
算書 の承認の際にその添付が義務づけられた。 これは,同 第7条 と第15条 で各省庁 にプロジェ
ク ト別の複数年度計画予算の計上が今後可能になることを受けたものである。行政評価の年次報
告書には第1に 作成の目的や計画と実績きらには指標 とかかったコス トの記載が求められている。
第2に 予算額と実際の支出の移動があった場合における項目ごとの理由付けが求められ,万 一予
算額を超過 した場合にはその原因について詳 しく説明することも求められている。第3に 承認を
うけた計画予算の使途に関する執行状況の記載が求められ,具 体的には実際の使途の分配状況 と
それにかかったコス トおよび使途の数を変更 した場合における理由付けとそれにがかったコス ト







の指令の目的は国の財産を把握するとともに海外の事例を調査 し,行 政府が保持する財産資産 を
より適切に管理運営することであった。 この調査の報告書は1998年6月 に新大臣 ファビスに提出
された。その要点は次の3点 である。それは第1に 意思決定に重点を置いお会計制度の確立であり,
第2に 財政における実施過程の改善であり,第3に 公共支出の適宜性のより一層の強化である。
特に第1の 意思決定に重点を置いた会計制度の確立に関 しては短期の目標 として,発 生主義会
計の導入 ・外郭団体の連結 ・国の資産の把握という3つ の柱に沿 った改革が提言 されている(2')。
発生主義会計の導入とは,具 体的には未払費用 ・未収収益の把握や債権の評価減に伴 う引当金の
計上である。外郭団体の連結では次の3つ の目的を果すことを目標とする。第1に 外郭団体に関
する補助金や資産およびその財政状態の全体像の把握である。第2に 外郭団体の経営成績や経営
効率性を同一の基準で評価することである。第3に より適切な複数年度計画予算を作成 しその リ
(19)F.Chouvel,opc鉱,P.208.




ス クの見 積 りをす ることで ある。 国の資産 の把握 では資産 の減 価の状況を測定 し現在 における評
価額 を決定す ることを 目的 と している。
さらに長期の 目標 と して次 の3つ を掲 げている。 それは,契 約義務 と リスクの明確化で あ り,
様 々な部門や業務 あるいは計画予算の原価の把握であ り,新 しい予算項 目としてのノマンクラチュー
ルの作成で ある(22)。そ して報告書 は,そ の結論 の一 つ として技術 面 ・原則面 ・実務面 と もに公会
計を企業会計 によ り近づ けることを提言 してい る㈱。
この調査報告書を受 ける形 で次 のよ うな4つ の動 きが始 ま った(u;。1つ 目は,報 告 書の 提言 を
具体化 し一層 の分析 を進 めるために,経 済財務 産 業省 の公 会計 局(DGCP;DirectionG6n6rale
delaComptabilit6Publique)・予算局(DirectionduBudget)・国庫(DirectionduTresor)・
国税局(DGI;DirectionG6n6raledesImp6ts)・国立統 計研 究所(INSEE)の 代 表者 か ら成 る
プ ロジェク トチームが作 られた。2つ 目はその結 果の結論 を国民議 会 と上院へ提 出す るこ とで あ
る。3つ 目は,1997年 に経済財務産業省 の諮 問機 関 として発 足 した公 会計 基準 委 員会(Comit6
desNormesdelaComptabilit6Publique)の本格 的始動 で あ る。 この委 員 会 は証 券取 引委員
会の委員長 プラダを会長 に国庫 ・予 算局 ・公会計局 ・国税局 ・国庫中央会計課 ・会計検査 院の代
表者 各1名 と企業会計 審議 会会長 と公認会計士協会会長の計9名 か ら構成 されてい る㈲。 そ して
4つ 目が,1999年 度 の財政 の行政 府 が作成 す る一般 会計 書(comptegenera]del'administra-
tionsdesfinances;CGAF)における提言 の現実化 である。提言 の現 実化は,欧 州連合 において
国の会計 に適用 される会計基準 に準拠 した国の貸借対照表や行政 コス ト計算書 を作成 す るとい う
3年 計画 に基づ くもの で もある㈱。
さらに2000年 度 の一般会計書 には今後 の方 針について次 のよ うな記載が ある(27)。「国の会計制
度 の改革 は,予 算 ・財 産 ・資金の側面か ら財政の流れが与え た影響度 を測定 できる ように,す べ
ての次元 で考 え られなければな らない。 そのた めに例え ば将来 は,資 金 の流 れに関す る情報 と予
算 の契約義務 に関す る情報 を,収 入 と支出の期間帰属 に関す る情報 と並置 して示す システ ムが必
要 であろ う。 さ らに取 引の現実を報告 し国の財政状態の忠実 な写像 を得 るため には,国 の行為の
特殊性 に適 した基準 を作成す る必要 もある。 この点か らも今後す べき仕事 の困難 さと膨大さが明
らかにな り,会 計 官が行 う公会計 と支払命令者 が行 う予算会計 との連携 とい う別な側面 も考慮 し
なければな らないであろ う。 この ような改革 には,部 分的 な到達 目標 を持 ち幾つ もの段階 を経た
比較 的長期 に亘 る戦 略を練 る必要が ある。国の会計 の改革 を推進 する各国間に は,原 則面 の問題







(27)Directiong6n6raldelacomptablit6publique,Rαρρoπdeρ 短sθη彦纏oη 伽comb彦 ¢generaldθ
薮z4〃 ππ歪∫〃とz麗oηdesfinances2000(2001),p.10.
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ステムの導入 と法 律の条文 の改正 を基 に して漸進的 に行 うとい う選択が と られ ている。」
この新 しい システムとい うものが,経 済財務産業省 を中心 と して会計処理の統一化 と迅速化 の
ため に導入 が進 め られてい る,ACCORDと 名づけ られた会計 ソフ トで ある㈱。 この会計 ソ フ ト
は,す で に2001年 か ら試験的 に内務省 に導入 され,2004年 までにはすべての省庁で使 わ れ るこ
とにな ってお り,2005年 か らは地方 自治体 に も導入 が進 め られ る予定 で あ る(29)。この ソフ トに
よ り各省 庁 ごとにコス ト管理 の状況 の比較 が可能にな り,行 政評 価の推 進に大 き く貢献す ること
が期待 されて いる。 また法律 の条文 の改正 とは,2001年8月2日 の憲 法補 助 法 の改正 を 指 し,
この改正 を受 けて,長 年大 きな変動 のなか った1962年12月29日 の デク レも今 後大 き く改正 さ
れ る可能性 が高 い。
IV国 の会計 に関する情報開示
1.従 来の財政の行政府が作成する一般会計書における重点事項
財 政 の行政府 が作成 す る一 般会計書 に公開 される会計書類 につ いて考察 を加 えたい。 従来 ここ
で公開 される計算書 として重視されていた ものは,「 予算の執行状況 の収 支」(r6sultatd'execution
desloisdefinances)と「国庫補填金 計算書」(d6couvertduTr6sor)および 「経営 管理 の た
めの残高表」(soldeengestionour6sultatafinancier)であ った。 しか し1999年 度 の一 般 会
計書 か らは国の貸借対 照表(biland'Etat)と 成果計算書(compteder6sultat)および資 金 計
算書(tableaudesfluxdeTr6sorerie)の作成 にそ 重点 が移 された。 それ につ い て財政 の行
政府 が作 成 した2000年 度 の一 般会計書 には次 のような表現が されて いる(30)。「このような選択は,
国 の財政 状態 に関するよ り信頼 に足 り,よ り完備 された情 報を手 にす る必要性 に裏打 ち されてい
る。特 に大部分 の国で今 なお会計 の基準 と して使用 されて いる現金会計 は,公 共政策 が支持 され
る価値 が あるかを評価す るには情報 として不十分な ことが一般 に認 識 された。実際現金会計 は,
サ ー、ビスが生 み出 した コス トや,為 政者 の意 思決定 の結果 生 じ,ほ とん ど負債の性格 を持 って い
るよ うな,中 長期 に亘 る契約義務 に関 して何の情報 ももた らさないので ある。予算年度 内に出納
され たかを問 うよ りも,役 務 は完了 したが年 度内に出納 されていない将来の支 出額 を測定 した り
年度 の締 切以 前 に事象 が生 じ意思決定 が行 われた結果,将 来の出納 につなが る可能性 の高 いこと
を測定す る方 が重要で ある。」
一般会 計 と国庫 の特 別勘定 におけ る現金 収 支の差 額 が,「 予算 の執 行状 況 の収 支」 と呼 ば れ
るω。 これは予算執行 の結果 を単 に表 すだけで法律的 。政 治的価値 しか持たな い。 「国庫 補填 金




(31)E.Lande,Comptabilit6del'亘tat,Eηcyc!oρ4(加吻Co吻 ρ'α腕 競 ゑCoη`zδ1θ 鹿0θs`∫oηet/auditsous
ladirectiondeB.Colasse,Economica(2000),p.198.
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公表されていた。 しかしこの項 目は2001年 の改正により削除 され,2000年 度の財政の行政府が
作成する一般会計書にはもはや記載されていない。 これは,「予算の執行状況の収支」 に借入調
達 と債権者への支払いに関する収支を加算 したものである(32)。補填金(d6couvert)と は本来一
時的な赤字を意味する。議会で決算が承認 され ると,こ の計算書 に計上される残高は,国 庫勘定
が設定 されて以来その累積補填額が表示 されている国庫補填金勘定に振替え られた。
「経営管理のための残高表」は1月1日 の期首と12月31日 の期末における現金収支の純粋な
差額を求めるものである㈹。「予算の執行状況の収支」を もとにして計算される。 つまりこの現
金収支から前年度の補正期間の収支 と前年度の先行支出を加算 し,次 年度の補正期間の収支と次
年度の先行支出を減算 して現金残高を求める。その現金残高に負債の償還に関する収支を加えて
資金収支が求め られる。 この表に関しても2000年 度の財政の行政府が作成す る一般会計書には
もはや記載はなく,そ の作成意義は無 くな った と解 して もよい。「財産成果計算書」(r6sultat
patrimonial)は,財 政の行政府が作成する一般会計書②中で 「予算の執行状況の収支」 から誘




成果計算書および資金計算書 という三つの計算書である。その雛型をそれぞれ表1か ら表4に 示
した。成果計算書は行政 コス ト計算書の性格を持ち,企 業会計の会計指針であるプラン・コンタ
ブルの成果計算書に類似のものである。すでに述べたように2001年 の改正憲法付属法 における
第27条 と第30条 では,収 益 と支出の期間帰属性を発生主義の観点か ら把握することを求めてい
る。この前倒 し適用が,1999年 度の財疎の行政府が作成 した一般会計書類 の成果計算書から行
われている。
例えば負債に関する評価差額の繰延償却や未払利息の計上である⑯。また以前は資産の減価分
を一挙に償却 していたが,一 定の減価償却方法が採用され るようにな った⑳。税務上の債権に
ついて も減価分について引当金が計上 され,引 当損は成果計算書に計上せず直接国の貸借対照表
の繰延余剰に配当された㈹。計算書は,業 務収支と金融収支 と特別収支に分かれ る。業務収支
か ら金融収支を差引いたものが経常収支であり,経 常収支か ら特別収支を差引いたものが財産成
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表1国 の 貸 借 対 照 表 ・借 方(Directiongeneraldelacomptabilitepubliqueop.c鉱,P.74.)
N年 度 N-1年 度

























などの流動資産が計上 される。現在は貸方の負債の額が借方を大きく上回 り,繰 延余剰は大き く
マイナスとなっている。2000年 度の財政の行政府が作成 した一般会計書ではその額は4,45]億ユー
ロに昇る(39)。1999年度の一般会計書か ら,国 の貸借対照表の作成方法 に関 して次のような大 き
な変更が行われた(4。)。
第1に 負債を発生主義の観点か ら再評価 した。第2に 国の財産 目録である所有物の 「全般的明
細表」(TGP;TableauG6n6raldesPropri6t6s)に記載されている土地 と建物を再評価 した。
特に歴史的建造物やインフラス トラクチャーに関しては,建 造や補修の遡れる限り古い記録をも
とに行われた。 またその他の固定資産は評価方法が省庁ごとに異 なるが,1981年 以降に購入 し
たものを基準 とした。第3に 金融資産の分類と再評価である。分類については,営 利部門 ・非営
利部門 ・業務別 ・出資率別とより国民経済計算のそれに近づけた。評価については従来 どおり持
(39)Directiongenera]delacomptabilit6publique,opcit.,p.51.
(40)J-J.FranCois,op.o菰,PP.29-30.
(505)フ ラ ン ス にお け る国 の 会 計 制 度 と監 査 制 度 の 改 革31



































N年 度 N-1年 度
♂
分法によるが,そ れがより徹底され,資 本金と剰余金と未処分利益の合計額など純資産額を基準と
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(507)フ ラ ンス に お け る国 の 会 計 制 度 と監 査 制 度 の改 革33
表4資 金 計 算 書(Directiongeneraldelacomptabilitepubliqueopc鉱,p.89.)























合 計 合 計
れ ることにな った。 またイ ンフラス トラクチ ャーに関 しては過 去15年 間か ら過去20年 に遡 って
資産 の追加計上を行 った。外郭 団体 の連結 に関 しては1999年 度 の一般会計書 では10余 りの代表
的な営利団体 がその対象 とされるに留 ま った。2000年 度の一般会 計書 で は連結 の対 象 が次 の よ
うに拡大 され た。 国の出資比率 が50%を 超 え る公開企業 に関 して は,連 結 財務 諸表 を基 準 と し
て連結が行わ れる。 国の出資比率 が50%を 超えない公開企業 に関 して は,代 表的 な もの につ い
てのみ連結 財務諸表を基準 と して連結 が行 われる。 その他 の非 公開企業 に関 しては,個 別財務諸
表を基準 と して連結 が行 われ る。非 営利 団体 の連結に関 して は,1999年 度 まで はそ の団体 の純
余剰 または欠損 における国の持分 が基準 と して一 律 に採用 されて い た。2000年 度 の一般 会計 書
か らは非営利団体 にも自己資本 の考 え方 が導入 され,補 助金 と法定引当金の合計額 が連結 の基準
と して採 用 された。
なお フラ ンスの経済財務産業省 は,「 週 間状況 」(situationhebdomadaire;SH)や「月刊 の
国庫 の運営 に関す る状況 の短報」(situationresumeedesoperationsduTr6sor;SROT)を公
表 し,国 の財政状況 に関する状 況を一般 に開示 してい る(42)。国庫の運営 に関す る状況 の短報 の要
(42)E.Lande,(4).(鹿,p.203.
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査であり 「検査判決」 と呼ばれる。 これは,会 計官の作成 した会計書類の正規性に関する会計監
査であるが,同 時に支払命令者である各省庁が会計業務 において不正を行 っていないかを監視す
る役割 も果す。また会計官の配属 されていない国営企業の会計監査も複数年分まとめて行われる。
それ以外に社会保険の会計監査 も行っている。会計監査としてはさらに,1958年 のフランス共




「全般的合致の宣言」は,議 会に提出される書類として財政の執行に関す る報告書 に添付 され
る数ページのものであり,1823年12月10日 の政令で義務づけられた。 当時の会計書類の全般
的合致性とは次の2つ のことを意味 した。それは,ま ず支払命令者である各省庁が作成 した個別
の会計書類と会計官の作成 した会計書類が一致することであった。次に会計官の作成 した個別の
会計書類とそれを統合 した計算書類が一致することを確認することであった。 しか し長い間に各
省庁 に代わって財政の行政府が自ら会計書類を作成することになり,第1の 合致性を確認するこ
との意義は失われた。会計書類の網羅性や前年度と当年度の会計の継続性についても確認が行わ
れる。 この宣言が公開 される機会は,議 会に提出される場合を除き,会 計検査院最高院長が年頭
演説中にこの要約を通読 したものを官報に掲示する場合のみである。会計 システムのコンピュー
タ化の影響 も含めてこの宣言 自体が形骸化されていた。
また会計検査院は,国 の決算監査については,「全般的合致の宣言」を行 うことで充分 と考え
られ,長 い間予算額と執行額の比較 ・分析は議会自身が行 ってきた。 ところが1870年 頃か ら特
別会計の設置や予算項目および会計処理の複雑化に伴い,議 会がこのような作業を自ら行うこと
が不可能 になってきた。 これを受けてようや く1959年 に会計検査院が,「財政の執行状況に関す
(43)加 藤 達 彦 稿 「フ ラ ン ス に お け る公 監 査 の 展 開 」 會 計 第150巻 第5号(1996/11)699-711頁
(44)加 藤 達 彦 稿 「フ ラ ン ス に お け る 公 監 査 の 監 査 報 告 書 」 同 上847-848頁 詳 し く はJ.Magnet,L4Co雄
dθ∫coη μ2s5964漉oη,Berger-Levraut(2001),pp.121-124.C.Descheemaeker,LaCoπ7吻scoηψ`θs
2`edition,LaDocumentationFrangaise(1998),p.103-105.





もう一つは,予 算の執行状況を検査 し,当 初の予算 と異なった形で資金が使用されている場合,





式的には 「全般的合致の宣言」がそれに近い。 しか し実質的には 「財政の執行状況に関する報告
書」がそれに相応 しいことになる。 ところが 「財政の執行状況に関する報告書」は長文で,限 定
事項となる不適正事項の指摘 も多数にわた り,適 正意見の表明は思いもっかない状況である。
2.会 計検査院による国の決算監査の新 しい位置付 け




筆 された(第58条 の4)。 「全般的合致の宣言」に関 しては上院議員ランベールの議会報告書にも
次のような問題点が指摘 されていた⑯。
まず第1に この宣言は,前 に指摘 したとおり,会 計官が作成 した個別の会計書類とそれを統合 し
た計算書が合致することを確認することである。ところが個別の会計書類は経済財務産業省の公会
計局の管轄となり,そ れを統合 した計算書は同じ公会計局に所属する国庫中央会計課が作成 し,
財政の行政府が作成 した一般会計書となる。結局 「全般的合致の宣言」 は,同 じ省庁の同 じ部局
内で作成される会計書類が形式的に合致することを確謬するに過ぎない。会計検査院が自ら会計書
類の公正性を検査 したと言 うには不十分であることは明らかである。第2に 「全般的合致あ宣言」
を企業会計における会計監査人の監査証明と同様に位置付けるには,法 的基盤が欠けていることで
ある。その点は,1994年12月2日 の財政法典(Codedesjuridictionsfinanciさres)に おける法
律lllの 第1条 では 「会計検査院は会計監査の会計書類に判決を下 し……」とあり,そ の第2条
では 「財政の執行の管理について議会 と政府を補助する」 とあるが,そ の3条 では 「収入 と支出
の正規性を検査 し,国 が管理する予算 ・資金 ・奪産が正 しく使われているかを確認す う。」 とし
かないことか らも理解できる。




なことである。なぜなら監査証明では,国 の会計が正規性を保持 しているだけでなく,公 平性 と
忠実な写像を保持 していることを示 さなければならないからである。正規性はすでに証明されて
いる。公平性の証明も可能であろう。政府が予算の執行状況について把握可能な範囲で事実を表
明 していることを確認すればよいからである。 しか し国の会計の忠実な写像が表現されているか
を証明することは容易ではない。それは,国 の会計がその財政状況や財産に関する客観的な全体
像を表 していることを証明 しなければならないからである。 さらに第4に 会計官の会計書類 は
「全般的合致の原則」が作成 された後に 「検査判決」が下されることである。会計検査院は,そ
の もっとも重要な任務である 「検査判決」を 「全般的合致の原則」の作成期限前には行えないの
である。
しか し最近国の会計業務が迅速化され,こ の問題は解決されつつある。1860年 か ら1960年 の
100年 間は国の決算の承認は10年 近 く遅れて行われた(47)。それ以後1992年 までは,N年12月
31日 に締切られるN年 度の決算 に関 して,N+1年2月28日 までが補正期間であった。 そのた
めN+1年6月23日 までに財政の行政府が作成する一般会計書が公開 された。 そ してN+1年
9月13日 までにN年 度の 「財政の執行状況に関する報告書」を会計検査院は作成 した。最後に
N+1年12月14日 までにN年 度の 「全般的合致の宣言」 を会計検査院は行 っていた。 これが
1999年 度の決算から迅速化され,N年12月31日 に締切 られるN年 度の決算に関 しては,補 正
期間はN+1年1月28日 までとされた。そのためN+1年4月13日 にN年 度の財政の行政府 が
作成する一般会計書が作成可能 になった。そ して会計検査院は,N+1年6月9日 にN年 度 の
「財政の執行状況に関する報告書」の作成と 「全般的合致の宣言Jを できるようになった。従来
は会計検査院が 「全般的合致の宣言」を行 うまで11ケ 月 と14日 かか っていたのが,5ケ 月 と
9日 で済むようになったのである(48)。
会計官の個別の会計書類 も,財 政の行政府が作成する一般会計書に添付することは不可能とし
ても,今 までより早 く会計検査院に提出されるようになった。支払命令者である各省庁も,外 郭
団体や今まで予算書の付属として添付されるに過ぎなかったそれらの会計書類に対 して目が届 く
ようになった。その結果会計検査院は,こ の分野における従来の検査方法を改め,各 省庁が営ん
だ会計の質的水準を証明するために,毎 年書類や現場の調査を行 うことが必要になった。以上 の









月中旬までにN年 度の決算を可能にし,N+2年 度の予算案の審議に有用な資料を提供す ること
を可能にした。 このようなことを受けて,新 しい憲法補助法の第58条 の3と6に おいて会計検
査院につぎのような新 しい任務が与えられた。 それは予算案の提出の際に会計検査院が予備的な
報告書を添付することと,政 府が議会の承認を求め運営する予算額の動きに分析の焦点を当てた




また議会を補助する任務が憲法補助法の第58条 の1に 新たに明記 され,議 会の委員会の要求
による調査についても同条の2で 明記された。 これは,ラ ンベールによれば,時 代の要求 に対応
するもので将来的に会計検査院の重要な任務となると示唆されている㈹。ただしこれが,会 計検




ろフランスの方がその長い伝統に縛 られ,日 本よりはるかに複雑になっている。 しかし上で述べ




て制度改革を行 うべきである。 フランスはこのようにして迅速な制度改革を成功させたか らであ
る。第2に 国の貸借対照表の作成だけでな く行政コス ト計算書の作成 も一括 して進めるべきであ
り,で きれば資金計算書の提示 も同時に行うべきである。ここで重要なことは,一 刻も早 く国の
会計制度を予算会計制度 と切 り離 し,単 式簿記による現金主義会計か ら複式簿記を基礎 とした発
生主義会計 として確立することである。 さもなければ国の貸借対照表は国の財産 目録にすぎず,
所有資産の有効活用の基礎 として機能するにはほど遠いものになるであろう。第3に これ らの計








お り,企 業会計 における会 計監査人の ような役割を果す ことは困難 と考 え られてきた。 ところが
今 回の改正 では会 計監査人 の役割を果すだ けで な く,企 業の取締役会 に喩 え られる議会 の補 助す
る こと も期待 され るこ とにな った。 株主 による コー ポ レー トガバ ナ ンスが有効 に機能するため に,
一層 重要 な役割 を期待 され る会計監査人以上の役割 を期待 され る ことにな った。 これは,フ ラン
スでは会計検査 院の役 割の進 化が,企 業会計 におけ る会計監査人 のそれよ り進 んでい ることを示
してい る。 また型 にはま った分 析をす ると,フ ランスの会計検査院 の役割 があ る意味 では,フ ラ
ンス型 と英米型 の中間である 日本型 よ りもよ り英米型 に接近 した とも解釈 が可能 であろ う。
(ConservatoireNationaldesArtsetM6tiers教授J.一C.Scheid氏 とRouen大 学 教 授E.
Lande氏 か ら貴重 な助言 と資料 の提供 を受 けた。 こ こに感謝 の意 を述 べ させて いた だ く。)
